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第６編 道路編 

第１章 道路環境調査 
第１節 環境影響評価

本調査は、「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に

行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」（以下、

「技術指針省令」という）に準拠して実施するものとする。

第6101条 環境影響評価の区分
環境影響評価の区分は、次の内容に定めるところによる。

(1) 方法書（案）の作成
(2) 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法の選定
(3) 調査
(4) 予測及び評価並びに環境保全措置の検討
(5) 準備書（案）の作成
(6) 評価書（案）の作成
(7) 評価書の補正等

第6102条 方法書（案）の作成
１．業務目的

本業務は、技術指針省令第二条に規定された対象事業の方法書に記載すべき事項についてとりまとめ、

法手続きに必要とされる都道府県知事等への送付、公告および縦覧に供される方法書（案）を作成す

ることを目的とする。

２．業務内容

(1) 計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認し、第 1111 条業
務計画書第2項に示す事項について業務計画書を作成し、監督員に提出するものとする。
(2) 対象事業内容(事業特性）の把握
受注者は、技術指針省令第五条第１項第一号に規定された対象事業の内容（以下、「事業特性」と

いう。）に関して、設計図書に示される資料より当該対象事業の内容を把握するものとする。

(3) 現地踏査
受注者は、設計図書に示す事項に関して現地踏査を実施し、対象事業実施区域の当該事項の状況に

ついて把握するものとする。また、必要に応じて写真撮影を行うものとする。

(4) 対象事業実施区域及びその周囲の自然的社会的状況（地域特性）の把握
受注者は、入手可能な最新の文献その他の資料を収集することにより、技術指針省令第五条第1項
第二号に掲げる事項の区分に応じて、対象事業実施区域及びその周囲の自然的社会的状況（以下、

「地域特性」という）を把握するものとする。

(5) 環境影響評価の項目の選定
受注者は、把握した事業特性及び地域特性を踏まえ、技術指針省令第六条に従い、当該事業の環境

影響評価の項目の選定を行うものとする。

(6) 調査、予測及び評価の手法の選定
受注者は、把握した事業特性および地域特性を踏まえ、当該事業の選定項目について、技術指針省

令第七～十二条に従い、調査、予測及び評価の手法の選定を行うものとする。

(7) 方法書（案）の作成
受注者は、前(2)～(6)を基に、技術指針省令第二条に掲げる事項の区分に従い、方法書（案）を作
成するものとする。また、方法書（案）を要約した概要版を作成するものとする。
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(8) 環境影響を受ける範囲であると認められる地域の設定
受注者は、技術指針省令第三条に規定された主旨に従い、当該事業の選定項目に係る環境影響を受

ける範囲であると認められる地域を設定するものとする。

(9) 報告書作成
受注者は、業務の成果として、第 1210 条調査業務及び計画業務の成果に準じて報告書を作成する
ものとする。

第6103条 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法の選定
１．業務目的

本業務は、対象事業の環境影響評価の調査を実施するに当たって、技術指針省令第五条に規定された

事業特性及び地域特性に関する情報を把握し、方法書に記載された環境影響評価の項目並びに調査、

予測及び評価の手法に検討を加えることにより、適切に環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評

価の手法を選定することを目的とする。

２．業務内容

(1) 計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認し、第 1111 条業
務計画書第2項に示す事項について業務計画書を作成し、監督員に提出するものとする。
(2) 事業特性の把握
受注者は、技術指針省令第五条第1項第一号の規定に従い、方法書に記載された事業特性について、
環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に検討を加えるに当たって見直すことが必要な

情報を把握するものとする。

(3) 地域特性の把握
受注者は、技術指針省令第五条第1項第二号の規定に従い、方法書に記載された地域特性について、
環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に検討を加えるに当たって見直すことが必要な

情報を把握するものとする。

(4) 環境影響評価の項目の選定
受注者は、把握した事業特性及び地域特性を踏まえ、技術指針省令第六条に従い、必要に応じ当該

事業の環境影響評価の標準項目の削除又は追加を行うものとする。

(5) 調査、予測及び評価の手法の選定
受注者は、把握した事業特性及び地域特性を踏まえ、当該事業の選定項目について、技術指針省令

第七～十二条に従い、調査、予測及び評価の手法を選定するものとする。なお、必要に応じ当該事業

の選定項目について、調査、予測の標準手法の簡略化又は重点化を行うものとする。

(6) 報告書作成
受注者は、業務の成果として、第 1210 条調査業務及び計画業務の成果に準じて報告書を作成する
ものとする。

第6104条 調査
１．業務目的

本業務は、対象事業の事業特性及び地域特性を踏まえ、技術指針省令第九条に基づいて、選定された

項目の調査の手法に従い調査を実施することを目的とする。

２．業務内容

(1) 計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認し、第 1111 条業
務計画書第2項に示す事項について業務計画書を作成し、監督員に提出するものとする。
(2) 調査

1） 受注者は、対象事業において選定された項目の調査の手法に基づき、調査すべき情報、調査
の基本的な手法、調査地域、調査地点、調査期間等を具体に明記した調査の計画を作成するもの

とする。
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2） 受注者は、調査計画に基づき調査を実施するものとする。
3） 受注者は、適切に予測及び評価を行うために、前項の調査の結果について、調査内容を踏ま
え整理するものとする。

(3) 調査結果の解析
受注者は、必要に応じ調査地域における環境の現状を解析し、予測及び評価を行うための資料をと

りまとめるものとする。

(4) 報告書作成
受注者は、業務の成果として、第 1210 条調査業務及び計画業務の成果に準じて報告書を作成する
ものとする。

第6105条 予測及び評価並びに環境保全措置の検討
１．業務目的

本業務は、事業特性及び地域特性を踏まえ、技術指針省令第十条、十一条に基づき、選定された項目

の予測及び評価を実施すると共に、技術指針省令第十三条に基づき、必要に応じて環境保全措置及び

事後調査の検討を行うことを目的とする。

２．業務内容

(1) 計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認し、第 1111 条業
務計画書第2項に示す事項について業務計画書を作成し、監督員に提出するものとする。
(2) 予測

1） 受注者は、技術指針省令第十条の主旨に従い、当該事業の方法書に記載された選定項目の予
測の手法に基づき、予測の基本的な手法、予測地域、予測地点、予測対象時期等を具体に明記し

た予測の計画を作成するものとする。

2） 受注者は、選定項目に係る評価において、必要とされる水準が確保されるよう環境の状況の
変化又は環境への負荷の量について、定量的、若しくは定性的に予測するものとする。

(3) 環境保全措置の検討
受注者は、技術指針省令第十四条～第十六条の主旨に従い必要に応じ適切に環境保全措置の検討を

行うものとする。

(4) 事後調査の検討
受注者は、技術指針省令第十七条の主旨に従い必要に応じ事後調査の項目及び手法について適切に

検討を行うものとする。

(5) 評価
受注者は、技術指針省令第十一条の主旨に従い調査及び予測の結果並びに環境保全措置の検討を行

った結果について適切に評価するものとする。

(6) 総合評価
受注者は、技術指針省令第十八条第 6 項の主旨に従い調査の結果の概要及び前述の(2)～(5)をとり
まとめ、環境影響評価の総合的な評価の一覧を作成するものとする。

(7) 報告書作成
受注者は、業務の成果として、第 1210 条調査業務及び計画業務の成果に準じて報告書を作成する
ものとする。

第6106条 準備書（案）の作成
１．業務目的

本業務は、技術指針省令第十八条に規定された準備書に記載すべき事項についてとりまとめ、法手続

きに必要とされる都道府県知事等への送付、公告及び縦覧に供される準備書（案）、要約書（案）を

作成することを目的とする。

２．業務内容

(1) 計画準備
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受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認し、第 1111 条業
務計画書第2項に示す事項について業務計画書を作成し、監督員に提出するものとする。
(2) 準備書（案）の作成
受注者は、技術指針省令第十八条の主旨に従い、準備書に記載すべき事項についてとりまとめ準備

書（案）を作成するものとする。

(3) 要約書（案）の作成
受注者は、準備書（案）を要約した書類としての要約書（案）を作成するものとする。

(4) 環境影響を受ける範囲であると認められる地域の設定
受注者は、対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域としての関係地域を、調

査及び予測の結果から設定するものとする。

(5) 報告書作成
受注者は、業務の成果として、第 1210 条調査業務及び計画業務の成果に準じて報告書を作成する
ものとする。

第6107条 評価書（案）の作成
１．業務目的

本業務は、準備書についての意見を踏まえ、技術指針省令第十九条に規定された対象事業の評価書に

記載すべき事項についてとりまとめ、法手続きに必要とされる免許等を行う者等に送付するための評

価書（案）を作成することを目的とする。

２．業務内容

(1) 計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認し、第 1111 条業
務計画書第2項に示す事項について業務計画書を作成し、監督員に提出するものとする。
(2) 評価書（案）の作成
受注者は、技術指針省令第十九条の主旨に従い、評価書に記載すべき事項についてとりまとめ評価

書（案）を作成するものとする。

(3) 要約書（案）の作成
受注者は、評価書（案）を要約した要約書（案）を作成するものとする。

(4) 報告書作成
受注者は、業務の成果として、第 1210 条調査業務及び計画業務の成果に準じて報告書を作成する
ものとする。

第6108条 評価書の補正等
１．業務目的

本業務は、評価書を補正する必要がある場合には、その検討を行ったうえで評価書、要約書について

所要の補正をし、法手続きに必要とされる免許等を行う者等への送付、公告及び縦覧に供される評価

書(案)、要約書(案)を作成することを目的とする。
２．業務内容

(1) 計画準備
受注者は、業務の目的・主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認し、第 1111 条業
務計画書第2項に示す事項について業務計画書を作成し、監督員に提出するものとする。
(2) 評価書の補正等
受注者は、必要に応じ評価書の記載事項に検討を加え当該事項の修正、所要の補正を行うものとす

る。

(3) 要約書の修正等
受注者は、必要に応じ要約書の記載事項に検討を加え当該事項の修正等を行うものとする。

(4) 報告書作成
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受注者は、業務の成果として、第 1210 条調査業務及び計画業務の成果に準じて報告書を作成する
ものとする。

第２節 成果品

第6109条 成果品
１．環境影響調査

受注者は、表6.1.1に示す成果品を作成し、第1116条成果物の提出に従い、２部納品するものとする。

表6.1.1 環境影響評価成果品一覧表
成 果 品 項 目 摘 要

環境影響評価報告書一式 ※１

方法書（案）

準備書（案） ※２

評価書（案） ※２

※１ 環境影響評価報告書には、評価項目・調査・評価手法の選定、調査及び予測・評価・環境

保全措置の検討等の報告書を含むものとする。

※２ 要約書（案）を含むものとする。


